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Ⅰ．概要 

 全国医学部長病院長会議は、医育機関である医学部・医科大学に共通する教育・研究・

診療・社会貢献の諸問題、及びこれらに関する重要事項について協議し、相互の理解を深

めるとともに意見の統一をはかり、わが国における医学並びに医療の改善向上に資するこ

とを目的として作られた組織である。 

 昨今、医学部・医科大学を取り巻く環境は大きく変化しており、教育・研究・診療・社会

貢献・大学運営においても、さまざまな問題に直面している。全国医学部長病院長会議で

はこれらの問題に対して委員会あるいはワーキンググループなどを設け、調査・提言・要

望・情報発信などを行ってきた。 

 日本の医学及び医療をリードしなければならない重い責任を負った全国医学部長病院長

会議が担う役割は今後より一層大きくなっていくであろう。 

 常に社会に向けて情報を発信し、改革への提言を行い、問題解決に向けて諸施策を実行

していく。 

 これまで以上に教育・研究・診療・社会貢献など様々な分野で活発な活動を行い、国民

への良質な医療の提供、また医学・医療の発展のために活動を続ける必要がある。 
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Ⅱ．具体的な活動 

 当会議の活動状況は下記の通りである。 

 

(１) 委員会活動 

H28.04.04 利益相反検討委員会（国立大学医学部長会議と合同開催） 

H28.04.06 医師偏在解消策検討合同委員会（日本医師会と合同開催） 

H28.04.12 第 5 回「未来投資に向けた官民対話」（厚生労働省） 

H28.04.15 東海・北陸地区ブロック会議開催（世話校：藤田保健衛生大学） 

H28.04.15 中国・四国地区ブロック会議開催（世話校：香川大学） 

H28.04.18 関東地区ブロック会議開催（世話校：自治医科大学） 

H28.04.19 第 11 回三者懇談会（文部科学省・厚生労働省・ＡＪＭＣ）開催 

H28.04.19 地域医療検討委員会 

H28.04.18 近畿地区ブロック会議開催（世話校：神戸大学） 

H28.04.20 被災地医療支援委員会 

H28.04.20 東北・北海道地区ブロック会議開催（世話校：秋田大学） 

H28.04.21 九州地区ブロック会議開催（世話校：佐賀大学） 

H28.05.12 理事会 

H28.05.20 地域における医師養成の在り方に関する調査実施委員会 

H28.05.27 定例社員総会 

H28.05.27 新理事会 

H28.06.03 大学病院の医療事故対策委員会 

H28.07.08 新設医大対応ＷＧ 

H28.07.27 平成 28 年医学・歯学教育指導者のためのワークショップ（文部科学省主催） 

H28.07.29 医療に関する懇談会 

H28.08.30 第 12 回三者懇談会（文部科学省・厚生労働省・ＡＪＭＣ）開催 

H28.08.31 地域における医師養成の在り方に関する調査実施委員会 

H28.09.01 大学病院の医療事故対策委員会 

H28.09.13 医学部・医科大学の白書調査ＷＧ 

H28.09.21 専門委員長会 

H28.09.21 医学教育委員会 

H28.09.23 共用試験検討委員会 

H28.10.06 利益相反検討委員会 

H28.10.12 専門委員長会・医学教育委員会 メール会議 

H2810.14-15 大学病院の医療に関する委員会・ＤＰＣ(包括評価支払制度)に関するＷＧ 

      合同開催 

H28.10.19 共用試験検討委員会 メール会議 

H28.11.14 国家試験改善検討ＷＧ 

H28.11.16 共用試験検討委員会 

H28.11.18 顧問・相談役会 

H28.11.18 理事会 



p. 3 
 

H28.12.01 医療に関する懇談会 

H28.12.02 広報委員会 

H28.12.12 第 13 回三者懇談会（文部科学省・厚生労働省・ＡＪＭＣ）開催 

H29.01.05 経営実態・労働環境ＷＧ 

H29.01.06 医学教育委員会 

H29.01.17 地域医療検討委員会 

H29.02.03 共用試験検討委員会 メール会議 

H29.02.09 医学部・医科大学の白書調査ＷＧ 

H29.02.17 男女共同参画推進委員会 

H29.02.17 利益相反検討委員会 

H29.02.23 動物実験検討委員会 

H29.02.23 新設医大対応ＷＧ 

H29.03.08 利益相反検討委員会「医学研究倫理指針と、ＣＯＩマネージメントの改訂、 

      及び臨床研究法案の施行に関する説明会」開催 

H29.03.27 医療事故対策委員会 

 

(２)要望書・声明・提言 

H28.07.19 「国家戦略特区における医学部新設の問題点」を大学設置･学校法人審議会に 

      提出。 

H28.07.27 「新専門医制度に関する意見書」を日本専門医機構へ提出。 

H28.08.30 「第 110 回医師国家試験に関する要望書」を厚生労働省、文部科学省に提出。 

H28.09.23 「一般社団法人日本医療安全調査機構への申し入れ書」を日本医療安全調査機  

      構に提出。 

H28.11.16 「平成 29 年までで終了する医学部定員の暫定増の取扱いについて」を厚生労 

      働省、文部科学省に提出。 

H28.11.17 「個人情報保護法改定に伴う医学研究等に関する各種指針改定に関する要望」 

      を厚生労働省、文部科学省、経済産業省に提出。 

 

(３)冊子発行 

H28.04 「広報誌 No.67」発行 

H28.05 「平成 27 年度(2015) 医学教育カリキュラムの現状」発行 

H28.05 「医師養成の質保証と改革実現のためのグランドデザイン－全国医学部長病院長 

     会議の立場から－」発行 

H28.05 「診療参加型臨床実習のための医学生の医行為水準策定－現状に関するアンケー 

     ト集計結果報告書－」発行 

H28.08 「医師国家試験に関するアンケート調査結果報告」発行 

H28.10 「広報誌 No.68」発行 
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Ⅲ．組織等の状況 

 組織等の編成は以下の通りである。 

 

(１) 会員数                        平成 29 年 3 月 31 日 

医学部・医学科 会 員 数 付属病院 会 員 数 

国立大学 ４３ 国立大学 ４３ 

公立大学  ８ 公立大学  ８ 

私立大学 ２９ 私立大学 ２９ 

 

(２) 執行部                        平成 29 年 3 月 31 日 

役   職 定 員 数 

会    長 １名 

副  会  長 １名 

顧      問 ４名 

相  談  役 ３名 

理      事 ３０名 

監     事         ２名 

 

(３) 活動グループ                     平成 29 年 3 月 31 日 

グループ名 団体数 

専門委員会         １４ 

ワーキンググループ(ｱﾄﾞﾎｯｸ含)   １０ 

その他活動    ３ 

 

[専門委員会/ワーキンググループ等] 

  ・専門委員長会 

  ・医学教育委員会 

       ・医師養成のグランドデザイン検証ＷＧ 

       ・医学生の学力に関する検討ＷＧ 

       ・国家試験改善検討ＷＧ 

       ・卒後臨床研修検討ＷＧ 

       ・専門医に関するＷＧ 

       ・新設医大対応ＷＧ 

  ・医学教育の質保証検討委員会 

  ・共用試験検討委員会 

          （全国医学部長病院長会議・共用試験実施評価機構との意見交換会） 

  ・医学部大学院のあり方検討委員会 



p. 5 
 

  ・動物実験検討委員会 

  ・地域医療検討委員会 

  ・大学病院の医療事故対策委員会 

  ・大学病院の医療に関する委員会 

       ・ＤＰＣ(包括評価支払制度)に関するＷＧ 

       ・経営実態・労働環境ＷＧ 

  ・利益相反検討委員会 

  ・男女共同参画推進委員会 

  ・広報委員会 

  ・被災地医療支援委員会 

  ・調査解析検討委員会 

       ・医学部・医科大学の白書調査ＷＧ 

       ・カリキュラム調査ＷＧ 

  [その他活動] 

  ・医療に関する懇談会－日本医師会･全国医学部長病院長会議 

  ・三者懇談会(文部科学省・厚生労働省・全国医学部長病院長会議 

  ・地域における医師養成の在り方に関する調査実施委員会（文部科学省委託事業） 

 

 

(４) 事務局運営                      平成 29 年 3 月 31 日 

事務局配置区分 配置要員数 

事 務 局 長         1 名 

事 務 職 員  5 名 

 

 

 

 

 

【平成 28 年度 事業報告の附属明細書について】 

 

 

 「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」第 34 条第 3 項に規定する事業

報告の付属明細書として記載するべき「事業報告の内容を補足する重要な事項」が存在し

ないので作成しない。 


